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令和 7年度第 2回東彼杵町上下水道事業経営審議会 議事要旨

令和 7年 10月 27日 (月 )13時 30分～ 16時
総合会館 2階 広間

会 長 神保 充弘
副会長 三尾 剛志
委 員 佐藤 和則 池本 洋一 中原 健二 山田 聡 外田 志人己

福田 勝洋

事務局 岡木課長 山口課長補佐 田中係長 松添係長 福田主事
委 員 楠本 信宏 氏福 達也
なし

(1)第 1回議事要旨の承認について

(2)諮問について

(3)水道事業の現状と将来予測について

(4)水道事業の課題について

(5)そ の他

出席者

4 欠席者
5 傍聴人
6議 事

(1)第 1回議事要旨の承認について

事務局が資料のとおり第 1回審議会の議事要旨について説明し、委員から質疑はなかっ

たため、以下の事項が決定され、事務局提案のとおり承認された。

①決定事項

。議事要旨に発言者の氏名は記載しない。

・議事要旨の署名欄は、会長のほか、委員が名簿順に毎回1名署名する。

(2)諮間について

事務局が資料のとおり町長が行った諮問について説明し、以下の質疑が行われた。

委 員 :水道事業会計決算書及び付属書類の 5ページ、損益計算書について。営業外収益
における他会計負担金 16,283,595円は、一般会計からの操り出しと考えて良いか。

であれば、令和 6年度の経常利益におけるマイナス分を上乗せしてもらえないの

か。繰り出しに対する制限があるのか。

事務局 :他会計負担金は一般会計からの繰り出しとなっており、内訳は24ページに記載
のとおり。ご指摘のようにマイナス分を上乗せしてもらえば赤字にならないが、

そうなると一般会計における事業縮小が必要になる。また、他会計負担金のうち

事務費補助分の 1千万円は、令和 8年度までの補助と決められている。公営企業

は原則独立採算制。料金等の収入によって事業を運営することが基本であるため、

一般会計からの繰り出しで赤字分を補てんするのは難しい。



委 員 水道事業会計決算書及び付属書類の 8ペ ージに企業債 1,251,859,204円 が計上さ

れてお り、 5ページの支払利息に 10,864,978円 計上されているが、これは民間で

言 うところの長期借入金の残高と、その借入利息という認識でよいか。

は い 。

融資先及び金利は何%か。また、残存年数はどれくらいなのか。

21～ 22ページに企業債明細書をつけている。主な借入先は政府資金や地方公

共団体金融公庫。また、令和 4年から町全域が過疎地域に指定されたため、過疎

債が借りられるようになった。これは充当率が 100%で あり、そのうち70%
は交付税措置を受けられる非常に有利な起債となっている。そのため過疎が適用

された年度以降は過疎債を活用している。

事務局

委 員
事務局

(3)水道事業の現状と将来予測について及び (4)水道事業の課題について

事務局が資料のとおり、水道事業の現状と将来予測及び課題について説明し、以下の質

疑が行われた。

委 員 :管路の健全度について。町の実態として、頻繁に水道管の破裂が見受けられるが、
将来を見据えた工事などは実施しているのか。

事務局 :町の有収率の平均が約 76%。 しかし、これはあくまでも平均値であり、里地区

や坂本地区など、地域によっては50%を下回ることもある。これは、 100t
水を汲み上げても、お金になっているのは50t。 残りの50tは漏れていると
いうことになる。今はそのような地域を中心に、 3～ 5か年計画を立て、事業を

実施している。

委 員 :資料 1の 4ページ、水道料金について。本町は面積が広く、隅々まで宅地が散在
し、おまけに人口が少ない。かなり厳しい条件であり、料金はもっと高いと思っ

ていたが、県内で見れば平均並み。この理由は何かあるのか。

事務局 :県下の状況を見ると、島原半島は比較的低い料金設定になっている。これは湧水

の豊富さが要因の一つに挙げられる。また、突出して高いのが新上五島町であり、

これは離島で水源に乏しいことが要因だと思われる。本町はご指摘のとおり小さ

い集落が点在し、管路が長く、維持管理にかかるコストが高くなってしまう。維

持ができている要因のひとつは一般会計からの財政支援。ただし、将来的に担保

されているものではないため、やはり独立採算制を念頭に置いて検討していく必

要がある。

委 員 :同 じく水道料金について。松浦市が県内で一番料金が低いが、人口は約 2万人と
少ない。これについて考えられる要因は。

事務局 :松浦市には県の水源があり、管理も県が行っているため料金が安いと考えられる。

委 員 :あ と1点、有収率について。資料 2の裏面に有収率の向上の取り組みが記載され
ている。この資料では有収率が85%に なれば、 2千 3百万円ほどの経費削減効
果が見込まれると計算されている。つまり、有収率の向上に非常に力を入れてい



けば、結果として料金も少し抑えられるとも読み取れる。ここに重点的に力を入

れてもらいたい。

事務局 :資料 1の 8ページにあるとおり、令和元年から計画的に老朽管の更新事業を実施

している。第 1期は令和元年から5年間で約 9km、 第 2期が令和 6年から始ま

り、約 3.4km水道管の入れ替えをして、ようやく有収率上昇の兆しが見えてき
た。つまり即効的な対策ではない。当然ながら事業体として経営努力を続けてい

くが、それでもカバーできない部分は料金の見直しをお願いせぎるを得ない。何

もせずに水道契約者に負担を強いても当然理解は得られないため、引き続き経費

削減に努力をしていく。その結果、料金改定のスパンが例えば6年や 7年に延び

る可能性は出てくると思っている。

会 長 :資料の中で類似団体との比較の図がいくつかあるが、類似団体とは特定の自治体
なのか、あるいは例えば5～ 10の 自治体の平均値のようなものなのか。

事務局 :類似団体とは、総務省が全国で同規模の自治体の数値を集計し、設定しているも

のとなっている。

委 員 :農業集落排水事業は平成 5年に工事が始まり、平成 9年に供用が開始された。企
業債明細書に中尾地区と記載があるが、これは今後も返済が必要ということか。

事務局 :本国の資料は水道事業のみ記載している。しかし、ご質問のとおり、農業集落排

水事業についてもまだ返済が終わっていない。また、今後も施設更新に費用が必

要なため、追加で起債を行う可能性もある。

委 員 :管の耐用年数について、下水道は圧があまりかからないため、水道管より長く持
つのではないか。

事務局 :下水の場合は、管の耐用年数は50年 となっている。
委 員 :下水道の処理区内普及率が 100%と なっているが、町内全域に普及していると

いうことか。

事務局 :下水道は町内全域ではなく、下水道区域を設定し、その中の普及率が 100%と
いうことになっている。また、接続率は約 90%と なっている。

委 員 :水道の有収率は約 76%、 下水道の有収率は98.7%と なっているが、どういう
意味か。

事務局 :下水道区域内の水道の有収水量のうち、下水道で処理された水量が98.7%であ
るということになる。

委 員 :下水道の料金は町内一律なのか。
事務局 :料金は集落排水も公共下水も全て一律であり、ltあたり165円 となっている。
委 員 :資料 2の裏面、収益減少による経営悪化の対応策ということで、例えば残高が多

く高金利の企業債は借り換えができないか。また、現金預金が約 4億 5千万あり、

流動比率も高い。普通預金や定期預金以外に、国債や地方債の購入など安全な資

産運用で営業外収支の見直しなども検討いただきたい。



事務局 :政府資金などいわゆる国の起債については、借り換えが制度的に厳しい。また民

間になると利率が高く難しい。

:資金運用については、定期預金で保有している財政調整基金 1億 1千万円を手元

に、今年度国債を9千万円購入した。定期預金は利率が0.275%だ ったが、国
債を購入したことで 5千万の方が0.9%、 4千万の方が0.7%と なり、受取利息

が増収する見込み。現金預金についても、必要な手持ちの現金を見極めながら企

業債借入を抑制するなど、確実に運用をしていきたい。

事務局

(5)そ の他

事務局から次回の日程や議事内容、水道料金の算定方法について説明し、委員からの質

疑や意見等は特段なし。
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